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竜巻防護設計の基本方針に関する

飛来物の選定について 

【公開版】

１．文章中の下線部は、Ｒ４からＲ５への変更箇所を示す。  

２．本資料（Ｒ５）は、補足説明資料等の作成ガイドの見直しにより

「 1.概要」の記載を見直し、判断基準値の記載の適正化をしたもの

である。さらに、 1 月 19 日のヒアリングでの指摘を踏まえ、修正し

たものである。  
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1. 概要  

  本資料は，再処理施設及び MOX燃料加工施設に対する，第１回設工認申請

（令和２年 12月 24日申請）のうち，以下に示す添付書類に示す飛来物の選

定及び飛来物発生防止対策を補足説明するものである。  

  ・再処理施設  添付書類「Ⅵ－１－１－１－２－１  竜巻への配慮に関

する基本方針」  

・再処理施設  添付書類「Ⅵ－１－１－１－２－２  竜巻の影響を考慮す

る施設及び固縛対象物の選定」  

  ・ MOX燃料加工施設  添付書類「Ⅴ－１－１－１－２－１  竜巻への配

慮に関する基本方針」  

  ・ MOX燃料加工施設  添付書類「Ⅴ－１－１－１－２－２  竜巻の影響を

考慮する施設及び固縛対象物の選定」  

  上記添付書類において，飛来物の選定及び飛来物発生防止対策を示して

いる内容について，本資料では ,飛来物となり得る資機材の諸元の算出方法

及び対策要否の判定方法を示す。  

なお，本資料で示す飛来物の選定及び飛来物発生防止対策に対する設計

方針については，再処理施設，MOX燃料加工施設の次回以降の設工認申請及

び廃棄物管理施設の設工認申請で対象とする施設に対しても適用するもの

である。  

 

2. 飛来物の選定について  

  再処理事業所敷地内において屋外に保管している資機材等については，

竜巻防護対象施設等への影響の有無を確認し，影響を及ぼすおそれがある

ものについては，飛来物として選定し，固定，固縛，建屋収納，撤去並び

に車両の周辺防護区域内への入構管理及び退避などの飛来物発生防止対策

を講ずる必要がある。  

  飛来物の選定及び飛来物発生防止対策の要否を判定する手順について説

明する。  

 

2.1  飛散評価  

  飛来物源である資機材及び車両が，設計竜巻により飛来物となり飛散し

た評価を行う。設計飛来物である鋼製材に加え，再処理事業所敷地内にお

ける飛来物の現地調査結果から鉄筋，車両を計算例として選定する。  

  飛散評価は，寸法，質量，形状，並びにこれらの値より算出する空力パ

ラメータより，解析コード「ＴＯＮＢＯＳ」を用いて最大飛来速度，飛散

高さ，水平飛散距離を算出する。  

  なお，「ＴＯＮＢＯＳ」で用いる設計竜巻の風速場モデルはランキン渦モ

デルを基本とするが，車両の飛散高さ及び飛散距離の算出においては，地

表面の風速場をよく再現しているフジタモデルを採用する。  
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 (1) 空力パラメータの算出  

   空力パラメータは飛来物の各寸法（長さ×幅×奥行き (高さ )）より受

圧面積を算出し，飛来物の質量及び抗力係数より算出する。 a.項に算出

式， b.項に計算例を示す。  

  ａ．算出式  

    空力パラメータは（ 1.1）式により算出する。  

𝐶𝐷𝐴

Ｍ
＝

𝑐(𝐶𝐷1𝐴1 + 𝐶𝐷2𝐴2 + 𝐶𝐷3𝐴3)

Ｍ
 

Ａ：代表面積（ m２）  

ｃ：係数（ 1/3）  

ＣＤ：抗力係数（第１図）  

Ｍ：質量（ kg）  

 

 

 

 

 

 

 

 

第１図  抗力係数  

 

  ｂ．計算例  

   (a) 鉄筋（棒状物体）（第２図）  

    長さ： 12m 直径： 0.013m 質量： 11.9kg 

 

 

 

 

第２図  鉄筋  

 

    円形断面であるので，抗力係数Ｃ Ｄは，Ｃ Ｄ １ =2.0，Ｃ Ｄ ２ =0.7，  

ＣＤ ３ =0.7である。  

𝐶𝐷𝐴

Ｍ
＝

𝑐 (𝐶𝐷1𝐴1
※ １ + 𝐶𝐷2𝐴2

※ ２ + 𝐶𝐷3𝐴3
※ ２ )

Ｍ
 

 

   より，空力パラメータは，  

𝐶𝐷𝐴

Ｍ
＝

1

3
∙
(2.0 × 0.013 × 0.013 + 0.7 × 0.013 × 12 + 0.7 × 12 × 0.013)

11.9
 

・・・（ 1.1） 

A3
CD3=2.0

A1
CD1=2.0

A2
CD2=2.0

A ：面積
CD ：抗力係数

CD・A＝1/3（CD1A1＋CD2A2＋CD3A3）

A3 CD1=1.2

A1
CD1=2.0

A1
CD2=2.0

A2
CD3=1.2

A2,A3
CD2=CD3=0.7

(a)　棒状の物体 (b)　板状の物体 (c)　塊状の物体

12m 
φ 0.013m 

※ １： 一辺が 0.013mの正 方形 断面 として 算出  

※ ２： 見付面 積（直 径×長さ ）を 算出  
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= 0.0061（m2/kg）  

   となる。  

 

   (b) 鋼製材（設計飛来物）（棒状物体）（第３図）  

    長さ： 4.2m 幅： 0.30m 厚さ： 0.20m 質量： 135kg 

 

 

 

 

第３図  鋼製材  

 

    矩形断面であるので，抗力係数Ｃ Ｄは，Ｃ Ｄ １ =2.0，Ｃ Ｄ ２ =1.2，  

ＣＤ ３ =1.2である。  

𝐶𝐷𝐴

Ｍ
＝

𝑐(𝐶𝐷1𝐴1 + 𝐶𝐷2𝐴2 + 𝐶𝐷3𝐴3)

Ｍ
   

   より，空力パラメータは，  

𝐶𝐷𝐴

Ｍ
＝

1

3
∙
(2.0 × 0.2 × 0.3 + 1.2 × 0.3 × 4.2 + 1.2 × 0.2 × 4.2)

135
 

= 0.0065（m2/kg）  

   となる。  

 

   (c) 車両（塊状物体）（第４図）  

    長さ： 3.4m 幅： 1.5m 厚さ： 1.5m 質量： 710kg 

 

 

第４図  車両  

 

    塊状物体であるので，抗力係数Ｃ Ｄは，Ｃ Ｄ １ =2.0，Ｃ Ｄ ２ =2.0，  

ＣＤ ３ =2.0である。  

𝐶𝐷𝐴

Ｍ
＝

𝑐(𝐶𝐷1𝐴1 + 𝐶𝐷2𝐴2 + 𝐶𝐷3𝐴3)

Ｍ
  より  

   より，空力パラメータは，  

4.2m 

0.2m 

0.3m 

1.5m 
3.4m 

1.5m 
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𝐶𝐷𝐴

Ｍ
＝

1

3
∙
(2.0 × 3.4 × 1.5 + 2.0 × 1.5 × 1.5 + 2.0 × 1.5 × 3.4)

710
 

= 0.0117（m2/kg）  

   となる。  

 

 (2) 初期高さ  

   ランキン渦モデルの場合，飛散評価における飛来物の初期高さは 40mと

し，初期状態から上昇流を受ける評価としている。  

   フジタモデルの場合，飛散評価における飛来物の初期高さは，評価対

象の飛来物と地表面との高低差である。フジタモデルを採用する車両の

飛散評価では，再処理事業所敷地内での配置状況を考慮し，初期高さ０

mとする。  

 

 (3) 飛来物の最大水平速度，飛散高さ及び飛散距離の算出  

   飛来物の形状による入力条件をもとに，解析コード「ＴＯＮＢＯＳ」

を用いて，飛来物の最大速度，飛散高さ及び飛散距離を求める。飛散距

離及び飛散高さの飛跡のイメージを第５図に示す。  

 

 

第５図  飛散評価における飛跡イメージ  

 

   第１表に (1)ｂ．項の計算例に示した，鉄筋，鋼製材及び車両の飛散

評価による各数値の算出結果を示す。   

6



外竜巻 03－5 

第１表  飛来物の最大速度等

飛来物の種類

棒状物体  

（円形断面）

棒状物体  

（矩形断面）
塊状物体

鉄筋  鋼製材 車両  

寸法 (m) 長さ×直径

12×0.013 

長さ×幅×奥行き

4.2×0.3×0.2 

長さ×幅×高さ

3.4×1.5×1.5 

質量 (kg) 11.9 135 710 

空力パラメータ

(m2/kg) 
0.0061 0.0065 0.0117 

飛来物の最大水

平速度 (m/s) 
48 51※ １ 55.8 

飛散高さ (m) 26 －  8.6※ ２

飛散距離 (m) 302 －  170※ ２

注記  ※１：鋼製材は設計飛来物であり，最大水平速度は，竜巻影響評価ガ

イドの値を用いることとし，ＴＯＮＢＯＳでの飛散評価では決定

しない。

※２：車両の飛散高さ及び飛散距離の算出においては，ランキン渦モ

デルよりもフジタモデルの方が地表面の風速場をよく再現して

いること及び車両は地表面にあることから，フジタモデルを採用

する。フジタモデルについては別紙 -1にて示す。  

(4) 運動エネルギの算出

飛散評価によって算出された飛来物の最大水平速度により，運動エネ

ルギを算出する。

ａ．運動エネルギの算出式

 飛来物の運動エネルギＥは下式によって算出する。

Ｅ = 0.5Ｍ ∙Ｖ
2

Ｍ：飛来物の質量 (kg) 

Ｖ：飛来物の最大水平速度 (m/s) 

ｂ．計算例

(a) 鉄筋（棒状物体）

質量： 11.9kg 最大水平速度： 48 m/s 

・運動エネルギ（水平）Ｅ＝ 0.5Ｍ・Ｖｍ ａ ｘ
2＝ 0.5×11.9×482＝ 14(kJ)

(b) 鋼製材（棒状物体）

質量： 135kg 最大水平速度： 51 m/s 

・運動エネルギ（水平）Ｅ＝ 0.5Ｍ・Ｖｍ ａ ｘ
2＝ 0.5×135×512＝ 176(kJ)
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   (c) 車両（塊状物体）  

    質量： 710kg 最大水平速度： 55.8 m/s 

   ・運動エネルギ（水平）Ｅ＝ 0.5Ｍ・Ｖｍ ａ ｘ
2＝ 0.5×710×55.82  

＝ 1105(kJ) 

 

 (5) 貫通力の算出  

   飛来物の貫通力を，コンクリートに対して米国ＮＲＣの基準類に算出

式として記載されている修正ＮＤＲＣ式（ 1.2）及びＤｅｇｅｎ式（ 1.3），

鋼板に対して「タービンミサイル評価（昭和 52年７月 20日原子炉安全専

門審査会）」の中で貫通厚さの算出式に使用されているＢＲＬ式から求め

る。  

 

＜修正ＮＤＲＣ式及びＤｅｇｅｎ式＞  

𝑋𝑐

𝛼𝑐𝑑
≤ 2 の場合  

𝑋𝑐

𝑑
= 2 {(

12145

√𝐹𝑐
)𝑁𝑑0.2

𝑀

𝑑3
(

𝑉

1000
)
1.8
}
0.5

 

𝑋𝑐

𝛼𝑐𝑑
≥ 2 の場合  

𝑋𝑐

𝑑
= (

12145

√𝐹𝑐
)𝑁𝑑0.2

𝑀

𝑑3
(

𝑉

1000
)
1.8

+ 1 

𝑋𝑐

𝛼𝑐𝑑
≤ 1.52 の場合  𝑡𝑝 = 𝛼𝑝𝑑 {2.2 (

𝑋𝑐

𝛼𝑐𝑑
) − 0.3 (

𝑋𝑐

𝛼𝑐𝑑
)
2
}  

1.52 ≤
𝑋𝑐

𝛼𝑐𝑑
≤ 13.42 の場合  𝑡𝑝 = 𝛼𝑝𝑑 {0.69 + 1.29(

𝑋𝑐

𝛼𝑐𝑑
)}  

ｔｐ：貫通限界厚さ（ cm）  

ｘｃ：貫入深さ（ cm）  

Ｆｃ：コンクリートの設計基準強度（ 300kgf／ cm2）  

d：飛来物の直径（ cm）  

 （飛来物の衝突面の外形の最小投影面積に等しい円の直径）  

Ｍ：飛来物の重量（ kgf）  

Ｖ：飛来物の最大水平速度（ m／ s）  

Ｎ：飛来物の先端形状係数（＝ 1.14）  

α c：飛来物の低減係数（＝ 1.0）  

α p：飛来物の低減係数（＝ 1.0）  

 

＜ＢＲＬ式＞  

 Ｔ
3
2 =

0.5𝑚𝑣2

1.4396 × 109・𝐾2・ 𝑑
3
2

 

Ｔ：貫通限界厚さ（ m）  

ｄ：飛来物が衝突する衝突断面の等価直径（ m）  

 （最も投影面積が小さくなる衝突断面の等価直径）  

Ｋ：鋼板の材質に関する係数（＝ 1.0）  

(1.3)  

(1.2)  
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ｍ：飛来物の質量（ kg）  

ｖ：飛来物の飛来速度（ m／ s）  

 

2.2  対策要否の判定  

  2.1(4)項にて算出した運動エネルギが，以下に示す指標より設計飛来物

に包含されていない物品については，飛来物発生防止対策（固定，固縛，

建屋収納，撤去並びに車両の周辺防護区域内への入構管理及び退避）を行

う。飛来物発生防止対策のうち固縛対策については，屋外の重大事故等対

処設備に対する固縛対策にて説明する。  

  飛来物源である資機材及び車両に対して，飛来物として選定し，飛来物

発生防止対策の要否の判定をするフローを第６図に示す。  

 

【設計飛来物に包含されない飛来物の指標】  

・運動エネルギが設計飛来物に設定している鋼製材の 176kJより大きいもの。 

・コンクリートに対する貫通力（貫通限界厚さ）が設計飛来物に設定してい

る鋼製材の 24.8cmより大きいもの。  

・鋼板に対する貫通力（貫通限界厚さ）が設計飛来物に設定している鋼製材

の 8.2mmより大きいもの。  

・設計飛来物の鋼製パイプより寸法が小さく，飛来物防護ネットを通過す

る可能性があるもの。なお，砂利等の極小飛来物については「外竜巻 20 

竜巻への配慮が必要な施設の強度計算書に関する砂利等の極小飛来物に

よる竜巻防護対象施設への影響について」にて示す。  
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第６図  飛来物の選定及び飛来物発生防止対策の要否の判定フロー  

 

以  上  
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1. 竜巻影響評価における風速場モデル  

竜巻影響評価における風速場モデルである，ランキン渦モデル及びフジタ

モデルについて説明する。  

ランキン渦モデルは米国原子力規制委員会の基準類で採用されており，利

用実績が高く，非常に簡単な式で風速場を記述することができる。しかし，

風速場が高さに依存しないため，地表面付近では非現実的な風速場となるこ

とがデメリットとしてあげられる。  

フジタモデルはランキン渦モデルと比較して，解析プログラムが複雑であ

るが，観測に基づき考案され，実際に近い竜巻風速場をモデル化している。

1978年の Grand Gulf原子力発電所の竜巻被災や，平成 18年の佐呂間町での竜

巻被災における地上物の転倒または移動状況は，フジタモデルを用いると実

際に確認された状況をよく再現することがわかっている。（ 3.にて説明）  

竜巻影響評価では基本的に竜巻影響評価ガイドを参考にランキン渦モデル

を採用する。ただし，車両の固縛又は退避の運用において考慮する離隔距離

の設定においては，車両が全て地表面にあることから，地表面の風速場をよ

く再現しているフジタモデルを採用する。  

 

2. フジタモデルについて  

フジタモデルは，米国ＮＲＣの要望により藤田博士が開発した竜巻風速場

の工学モデルであり，竜巻動画の写真図化分析，竜巻の地上痕跡調査及び被

災状況調査に基づき提案されたものである。ランキン渦と同様に代数式で風

速場が表現されるが，ランキン渦モデルに比べ，解析プログラムがやや複雑

である。  

フジタモデルは，半径方向に３つの領域（内部コア・外部コア・最外領域），

高さ方向に２つの領域 (流入層，非流入層 )に分割して風速場をモデル化して

いる。上昇流 (VZ  )は外部コアのみに存在し，地表面付近で竜巻中心に向かう

強い流れ (V r )があるほか，接線風速 Vθ  は高さ依存性がある。  

15
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第１図  フジタモデルの風況イメージ  

 

フジタモデルには以下の特徴がある。  

－観測に基づき考案され，実際に近い竜巻風速場をモデル化している。  

－比較的簡単な代数式で風速場を表現しうる。  

－米国ＮＲＣの基準類でもランキン渦モデルと並列に参照されている。  

－ランキン渦モデルと比較して，風況をモデル化する上で解析プログラム

が複雑 (近年の計算機能力向上と竜巻評価コードの高度化により，問題

点は解決された）。  

具体的な工学モデルは 2.1( 3)及び 2.2( 3)に示す。  

竜巻の風速場モデルとして利用されている「ランキン渦モデル」，「フジタ

モデル」の風況イメージを第２図に示す。  
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出典：原子力発電所の竜巻影響評価について  －設計風速および飛来物速度の評

価－  改定４  

    2014 年 9 月 9 日  日本保全学会  原子力規制関連事項検討会  

第２図  「ランキン渦モデル」，「フジタモデル」の風況イメージ  

 

2.1  フジタモデルによる竜巻風速場  

ａ．フジタモデルの概要  

フジタモデルでは，竜巻を半径方向に３つの領域 (内部コア，外部コ

ア，最外領域 )に分割してモデル化している。  

内部コアでは，中心周りに剛体回転運動するのみであり，上昇流は

ない。  

外部コアでは，剛体回転運動と強い上昇流がある。  

最外領域では，自由渦 (ランキン渦モデルとほぼ同じ )として回転運

動するが，地面付近で竜巻中心に向かう強い流れ (流入層 )がある。  

内部コア半径 Rn は外部コア半径 R0  に比例する。  

𝑅𝑛 = 𝑛𝑅0  (1) 

ｎは 1 以下の正の値であり，以下の経験式が与えられる。  

ｎ = 0.9 − 0.7𝑒𝑥𝑝(－ 0.005𝑅0) (2)  

流入層の高さ Hi も外部コア半径 R0  に比例する。  

𝐻𝑖 = 𝑖𝑅0  (3) 

i  は１以下の正値であり，以下の経験式で与えられる。  

𝑖 = 0.55(1 − 𝑛2)  (4) 

17
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ｂ．周方向風速

周方向風速  Vθ  は以下のようにモデル化している。

𝑉𝜃 = 𝐹𝑟(𝑟
′)𝐹ℎ(𝑧

′)𝑉𝑚 (5)  

ただし，  𝑟’ = 𝑟 𝑅0⁄ ，  𝑧 ’ = 𝑧 𝐻𝑖⁄ (6)ａ，ｂ  ， Vｍ：接

線風速  

F r(r’ )  及び  Fh(z’ )  は以下のとおり定義される。

𝐹𝑟(𝑟
’) = {

𝑟’ (𝑟’ < 1) 

1
𝑟’⁄   (𝑟’ ≥ 1)

(7) 

𝐹ℎ(𝑧
’) = {

𝑧 ’𝑘0 (𝑧 ’ < 1) 

𝑒𝑥𝑝 (－ 𝑘(𝑧 ’ − 1))   (𝑧 ’ ≥ 1)
 (8)

定数  k0  ，  k の値は，  k0  ＝  1/6，  k ＝ 0.03 としている。

ｃ．半径方向風速

半径方向風速  V r  は，以下のように周方向風速  Vθ  に比例する。

𝑉𝑟 = 𝑉𝜃 tan𝛼 

tanα は以下の関数にて与えられる。  

tan𝛼 =

{

0       (𝑟’ ≤ 𝑛)
tan𝛼0

1−𝑛2
(1 −

𝑛2

𝑟’2
)  (𝑛 < 𝑟’ < 1)

tan𝛼0 (𝑟’ ≥ 1)

 (9) 

ただし，  

tan𝛼0 {
−𝐴𝑚(1－ 𝑧 ’1.5) (𝑧 ’ < 1)

𝐵𝑚 {1－ 𝑒𝑥𝑝 (−𝑘(𝑧 ’ − 1))}   (𝑧 ’ ≥ 1)
(10) 

𝐵𝑚 =
3

(𝑘0+1)(𝑘0+2.5)
𝑘𝐴𝑚 ，  𝐴𝑚 = 0.75 (11)

ｄ．上昇風速

上昇風速  V z  は以下のようにモデル化している。

𝑉𝑧 = {

0   (𝑟’ ≤ 𝑛)

𝑉𝑚𝑤0 (𝑛 < 𝑟’ < 1)

0 (𝑟’ ≥ 1)

 (12) 

ただし，

𝑤0 =

{

3

28
∙

𝑖

1−𝑛2
𝐴𝑚 (16𝑧

’

7
6 −7𝑧 ’

8
3

) (𝑧 ’ < 1)

𝑖𝐵𝑚𝑒𝑥𝑝(−𝑘(𝑧
’−1))

𝑘(1－ 𝑛2)
{2 − 𝑒𝑥𝑝 (−𝑘(𝑧 ’ − 1))} (𝑧 ’ ≥ 1)

(13)  
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ｅ．風速ベクトル  

時刻 t ＝ 0 で竜巻中心が原点に位置するものとし，竜巻が x 軸方向

に移動速度  V t r  で移動すると仮定すると，時刻  t  ，座標 (x,y,z)におけ

る風速場  Vw  の各風速成分は以下のように与えられる。  

(
𝑢
𝑣
𝑤
) = (

𝑉𝑟 cos 𝜃 − 𝑉𝜃 sin 𝜃
𝑉𝑟 sin 𝜃 +𝑉𝜃 cos𝜃

𝑉𝑧

) + (
𝑉𝑡𝑟
0
0
)  (14) 

ただし，θ  は竜巻中心と各点を結ぶ線分が x 軸となす角であり，竜

巻中心からの距離 r は以下で定義されるものである。  

 

𝑟 = √(𝑥 − 𝑉𝑡𝑟𝑡)
2 + 𝑦2 (15) 

 

2.2  飛来物の運動  

ａ．空中での運動  

空中では平均抗力と重力のみが外力として作用するものとした。  

ただし，地面付近では地面の存在により流れが非対称になること（地

面効果）による揚力加速度  L を考慮した。  

物体の空中での運動方程式は以下のようになる。  

𝑑𝑉𝑀

𝑑𝑡
=

𝜌

2
∙
𝐶𝐷𝐴

𝑚
|𝑉𝑤 − 𝑉𝑀|(𝑉𝑤 − 𝑉𝑀) − (𝑔 − 𝐿)𝐾  (16) 

𝑉𝑀：  飛来物の速度ベクトル  

𝜌：  空気密度  

𝐶𝐷𝐴：  飛来物の各方向の抗力係数と見附面積の積の平均値  

𝑚：  飛来物の質量  

𝑔：  重力加速度  

𝐾：  鉛直上向きの単位ベクトル  

地面効果による揚力加速度Ｌは，x－ y 平面内の相対速度の２乗に比

例し，さらに揚力は物体高さｄの３倍までの高さで減衰・消滅するも

のとし，揚力による加速度Ｌを以下のようにモデル化した。  

𝐿 =
𝜌

2
∙
𝐶𝐿𝑎

𝑚
|𝑉𝑤 − 𝑉𝑀|𝑥,𝑦

2
𝑓 (

𝑍

𝑑
)  (17) 

ただし，  

𝑓 (
𝑍

𝑑
) =

1−(𝑍 3𝑑⁄ )

1＋ (𝑍 𝑑⁄ )
 ，   𝑍 = 𝑧 −

𝑑

2
 

𝐶𝐿：  地上での揚力係数  

𝑎：  地上での物体の見附面積  
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| |𝑥,𝑦：  x,y 成分のみの大きさ  

𝐶𝐿𝑎は風洞実験や数値シミュレーションで定められるが，本モデルで

は抗力係数と飛来物の見附面積から算出できる 𝐶𝐷𝐴で代用することし

た。  

𝐿 =
𝜌

2
∙
𝐶𝐷𝐴

𝑚
|𝑉𝑤 − 𝑉𝑀|𝑥,𝑦

2
𝑓 (

𝑍

𝑑
) (18) 

 

ｂ．地面での運動  

地面効果による揚力加速度  L と重力が鉛直方向の外力として作用

するものとし，揚力加速度  L が重力よりも大きい場合 ( L ＞  g )に物

体が浮上し，空中運動に移行するとした。  

 

ｃ．時間積分法  

時刻 t における竜巻の風速場は式 (14)で与えられるので，式 (16)を

時間積分することによって飛来物の速度 VM(t  )と位置 XM(t  )の時刻歴

を求めることができる。  

時刻 𝜏から 𝜏 + 𝛥𝜏における加速度が一定と仮定すると，  

𝑑𝑉𝑀(𝑡)

𝑑𝑡
= 𝐴(𝜏)  (19) 

𝐴(𝜏)：加速度ベクトル  

となり，式 (16)は以下のようになる。  

𝐴(𝜏) = 𝑘|𝑉𝑤(𝜏) − 𝑉𝑀(𝜏)|(𝑉𝑤(𝜏) − 𝑉𝑀(𝜏)) − (𝑔 − 𝐿)𝐾  (20) 

ここで， 𝑘＝ 𝜌𝐶𝐷𝐴
2𝑚⁄ とした。  

式 (19)を時間積分すると以下の速度式 𝑉𝑀(𝑡)及び物体の位置 𝑋𝑀(𝑡)を得

る。  

𝑉𝑀(𝑡) = 𝑉𝑀(𝜏) + 𝐴(𝜏)(𝑡 − 𝜏)  (21) 

𝑋𝑀(𝑡) = 𝑋𝑀(𝜏) + 𝑉𝑀(𝜏)(𝑡 − 𝜏) +
𝐴(𝜏)

2
(𝑡 − 𝜏)2 (22) 

(21)， (22)より，時刻 𝑡＝ 𝜏 + 𝛥𝜏における飛来物の速度 𝑉𝑀(𝑡)と位置𝑋𝑀(𝑡)

は以下で与えられる。  

𝑉𝑀(𝜏 + 𝛥𝜏) = 𝑉𝑀(𝜏) + 𝐴(𝜏)𝛥𝜏  (23) 

𝑋𝑀(𝜏 + 𝛥𝜏) = 𝑋𝑀(𝜏) + 𝑉𝑀(𝜏)𝛥𝜏 +
𝐴(𝜏)𝛥𝜏2

2
 (24) 

(23)，(24)の右辺は時刻 𝑡＝ 𝜏における既知の速度・位置の関数なので，

時間積分を行うことができる。  
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3. フジタモデルの適用の可能性について  

3.1 実際の飛散状況による検証  

(1) 自動車飛散実績との比較  

藤田スケール（以下，「Ｆスケール」という。）の風速条件で自動車の

浮上・飛散をフジタモデルで計算した結果と，各Ｆスケールにおける実

際の被災状況を比較すると，第１表及び第２表に示すとおりよく一致し

ており，フジタモデルは実際に近い竜巻風速場をモデル化していると言

える。  

第１表  竜巻による自動車飛散実績 (Ｆスケール別 ) 

Ｆスケール  
風速  

[m／ s] 
自動車の被災状況  

F2 50～ 69 
cars blown off highway(1 ) 

(自動車が道から吹き飛ばされる ) (2 ) 

F3 70～ 92 
cars lifted off the ground( 1) 

(自動車はもち上げられて飛ばされる )( 2) 

F4 93～ 116 

Cars thrown some distances or rolled 

considerable distances(1 ) 

(自動車は何十メートルも空中飛行する )( 2) 

 

第２表  フジタモデルによる自動車の飛散評価結果 (江口ら )( 3 ) 

Ｆスケール

との対応  

最大水平

風速  

VD[m／ s] 

竜巻接線

速度  

Vm[m／ s] 

竜巻移動  

速度  

Vtr[m／ s] 

計算結果  

最大水

平速度  

[m／ s] 

飛散  

距離  

[m] 

飛散  

高さ  

[m] 

F2(静止 ) 69 59 10 1.0 1.4 0 

F2(走行 ) 89※  59 30※  23 25 0.9 

F3(静止 ) 92 79 13 23 34 1.1 

F4(静止 ) 116 99 17 42 59 3.1 

※  竜巻移動速度に対する自動車の相対走行速度を 20m／ s(72km／ h)と仮定

し，竜巻の移動速度に加えた場合   

21



  

外竜巻 03別紙 1-8 

 

(2) 1978 年４月 17 日， Grand Gulf 原子力発電所の竜巻被災事例  

過去に発生した竜巻による被害状況とフジタモデルによる再現計算と

の比較を文献調査した。  

1978 年 4 月 17 日，ミシシッピー州で建設中の Grand Gulf 原子力発電

所に来襲した竜巻の規模は，風速はＦ２相当の 56～ 67 m／ s と推定 ( 5)さ

れるが，変電設備で F3 竜巻相当の被害が見られた ( 4)。  

冷却塔の耐風設計風速は 40 m／ s であり，これを 40～ 70％超える風速

にも耐えた (5)が，冷却塔内部に設置されていたコンクリート流し込み用

のクレーンが倒壊し，建設中の冷却塔 (高さ 138m)に衝突し，一部が破損

した。  

Grand Gulf 原子力発電所資材置き場のパイプ飛散状況は，次のように

報告されている。  

パイプを収納した木箱 (一部２段重ね）は浮上せず転倒しパイプが散乱

す る が ， そ の 範 囲 は ７ ～ ９ ｍ に と ど ま る 。 (Pieces of pipe were 

scattered over a large area, but none travelled more than 25－ 30 

ft.)(5 ) 

 

上に掲げる実際の Grand Gulf 原子力発電所資材置き場のパイプ飛散

被害状況に対して，工学モデルを用いた再現計算をして比較する。  

計算条件は第３表のとおりとする。  

 

第３表  Grand Gulf 原子力発電所パイプ飛散の計算条件  

パイプ仕様  
名称： Transite パイプ，材質：コンクリート・石綿製，  

長さ： 8 ft.，直径 (内径 )： 8 in. 

計算での仮定  
外径 9 in.，密度 1700 kg／ m３，  

→飛行定数  C dA／ m= 0.008m２／ kg，物体高さ d = 0.229 m  

竜巻の条件  
最大風速 V d = 67 m／ s，最大接線風速 Vm = 53.6 m／ s，  

移動速度 13.4 m／ s，竜巻半径 R m = 45.7 m 

 

計算結果は第４表のとおりであった。  
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第４表  Grand Gulf 原子力発電所パイプ飛散の計算結果  

モデル  
初期高さ  

[m] 

飛散距離  

[m] 

飛散高さ  

(初期高さから

の浮上高さ ) 

最大水平速度  

[m／ s] 

フジタモデル  1 ※  1.2 浮上なし  4.9 

ランキン渦モデル  40 227 0.34 m 40.9 

ランキン渦モデル  1 42.6 0.34 m 30.7 

※２段重ねで配置されていた状況を踏まえ設定  

 

再現計算結果と実際の被災状況の記録を比較すると，フジタモデルで

は，初期高さから浮上しないとの結果が得られ，実際に確認された状況

(浮上せずに転倒した木箱からパイプが散乱）を再現していると評価でき

る。  

一方，ランキン渦モデルでは，飛散高さが初期高さを１ m とした場合

においても実際に確認された状況とパイプの飛散状況に大きな差があり，

地表面での風況場は過大な結果を与えることがわかった。  

よって，竜巻対策を実施する上で，ランキン渦モデルを用いた場合は

非常に過大な対策となるが，フジタモデルを用いた場合は実現象に即し

た現実的な対策が可能といえる。  

 

(3) 佐呂間竜巻 (平成 18 年 11 月 7 日 )による被災事例  

ａ．佐呂間竜巻の被害状況から確認されたパラメータを用いた飛来距離

計算  

平成 18 年 11 月７日に北海道網走支庁佐呂間町に発生した竜巻 (以

下「佐呂間竜巻」という。 ) により工事事務所敷地内の車両が被災し

た事例について，実際の被災状況と，工学モデルによる飛来距離の計

算結果を比較した。  

この被災事例では，工事事務所近傍に停車していた４トントラック

(第３図の② )に乗車していた２名が竜巻来襲時の被災状況の一部 (竜

巻来襲前の車両位置等 )を証言している。この２名は来襲直前に座席下

に潜り込んだが直後に気絶し，着地点付近で車外に投げ出されたとこ

ろを救出されている。  

佐呂間竜巻による被害状況から確認されたパラメータを用い，解析

コードにより飛来距離算定を行った結果，竜巻の移動経路と車両の位
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置関係に依存するが，確認された被害状況 (４トントラック②の移動距

離 40ｍ )と概ね合致した。 (第４図 ) 

第３図  佐呂間竜巻による被災状況 (6 )( 7) 

第４図  佐呂間竜巻のパラメータを用いた飛来距離計算結果
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第５表  佐呂間竜巻による４トントラックの飛来距離の算定条件と結果  

条件  算定条件・結果  備考  

空力パラメータ  
CLa /m ＝  0.0044 

CDA /m ＝  0.0056 

被災した４トントラックは車種不明

のため，三菱ふそう PA－ FK71D(8.1 m

×2.24 m×高さ 2.5 m，質量 4,000 

kg)の仕様を採用した。物体が空中に

ある場合の抗力の算定には CDA /m の

値を用い，揚力の算定には CLa /m＝

0.0044 に相当する条件を設定 ※。  

物体高さ d = 2.5 m とする。  

竜巻と車両の  

位置関係  

竜 巻 の 進 行 方 向

の 右 側 ， 中 心 移

動経路から 18～

22m の位置  

被害状況から推定される位置関係を

入力条件として設定。現場の詳細が

不明のため，18,20,22m の３パターン

について評価を実施した。  

竜巻最大風速  92 m／ s 
被害状況から推定される風速 (F3)を

設定。  

竜巻移動速度  22 m／ s 
被害記録から算定される移動速度を

設定。  

最大接線風速

半径  
20 m 

被害状況から推定される最大接線風

速半径を設定。  

飛来距離  26～ 45 m 
実 際 に 確 認 さ れ た 車 両 の 移 動 距 離

(約 40m)と概ね合致。  

※竜巻は遠方から接近するため，参考文献 (8)の風洞試験結果を参考として，

「風速 60m／ s 以下では浮上・移動しない条件」を設定する。 CLa /m ＝

0.0044 は，風速 60m／ s 以下では浮上 /移動しない条件に相当する。  
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ｂ．佐呂間竜巻の条件を用いた場合の最大飛来距離の算定  

佐呂間竜巻における被害状況から確認された各種パラメータを用い

て，解析コードによる最大飛来距離の算定を行った。  

最大飛来距離の算定においては，空力パラメータ (揚力の算定 )に保

守性を考慮した。  

最大飛来距離の算定結果は 82m となり，実際に確認された車両の移

動距離 (約 40m)に比べて大きい算定結果が得られた。  

 

第６表  佐呂間竜巻のパラメータを用いた場合の  

最大飛来距離の算定条件と結果  

条件  算定条件・結果  備考  

空力パラメータ  
CLa /m ＝  0.0056 

CDA /m ＝  0.0056 

揚力の算定においても CDA /m

の値を設定。  

車両の位置関係  

竜 巻 の 進 行 方 向 に 対 し

て右側 90°，最大接線風

速半径の真下付近  

車両が竜巻の最大風速を受け

る位置関係を設定。  

最大風速  92 m／ s 
被害状況から推定される風速

(F3)を設定。  

移動速度  22 m／ s 
被害記録から算定される移動

速度を設定。  

最大接線風速

半径  
20 m 

被害状況から推定される最大

接線風速半径を設定。  

最大飛来距離  82 m  

出典：原子力発電所の竜巻影響評価について－設計風速および飛来物速度の評価－改定

４ ,2014 年 9 月 4 日  日本保全学会  原子力規制関連事項検討会  

 

3.2  フジタモデルの適用についてのまとめ  

フジタモデルは観測に基づき考案された竜巻風速場の工学モデルであり，

実際に近い竜巻風速場をモデル化している。 1978 年の Grand Gulf 原子力

発電所の竜巻被災や，平成 18 年の佐呂間町での竜巻被災における地上物

の転倒または移動状況は，フジタモデルを用いると実際に確認された状況

をよく再現することがわかっている。  
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